＜総務省人事・恩給局長との交渉経過＞
　村木人事・恩給局長との交渉は14時から行われた。

　冒頭、公務員連絡会の吉澤事務局長が要求書を提出し、「今回の勧告は、背景、調査の内容、影響の３点から認めがたいと思っており、その取扱いについては、公務員連絡会と十分交渉・協議を行い、実施しない方向で慎重に検討していただきたい」と強く求めたのに対し、村木局長は次の通り答えた。

(1) 政府は、本日、人事院勧告を受け取ったところであるが、総務省としては、速やかに給与関係閣僚会議の開催をお願いし、その取扱いについて検討いただきたいと考えている。

(2) 人事院勧告制度は、労働基本権制約の代償措置の根幹をなすものであり、政府としては、同制度を尊重するとの基本姿勢を堅持してきたところである。 

　総務省としては、従来からの基本姿勢の下、国民の理解を得られるような結論を得るべく国政全般との関連を考慮し、誠意をもって検討を進めてまいりたい。

(3) 勧告の中身は検討するが、政府としての決定は速やかに行う必要があると思っている。当然のことながら、皆様方の意見も考慮しつつ、検討を進めてまいりたい。

　これに対し公務員連絡会側は、以下の通り、今回の一時金調査、勧告の問題点を追及した。

(1) 今回の一時金調査、勧告のスタートラインには与党の動きがあり、総裁は与党からの要請は受けていないと答えているが政治の動きが背景にあったのではないか。 

　議員立法の動きもあったが、議員立法でやるということになれば、公務の労使関係そのものが否定されることになってしまう。

(2) いま「速やかに」という回答があったが、総務大臣が人事院が調査を始めた段階で連休を返上して作業させるという国会答弁をしている。引下げ勧告を予定したものであり、問題があったのではないか。人事院は、調査の段階では、まずは実態を把握するといっており、勧告をするともしないとも言っていなかった。

(3) 調査の中身も限定された少ないデータであり、しかも妥結決定されたとしてもまだ支払われているわけではないし、科学的調査から全く外れている。そういう調査に基づいた勧告には信頼性がない。調査の精度もよく見て判断していただきたい。

　これらに対して村木人事・恩給局長は、次の通り答えた。

(1) 与党ＰＴに対しては、現在の制度のもとで、人事院の勧告なしに政府は法案を出せないことを申し上げたところであり、議員の皆さんはそれでは議員立法はどうかということを考えたのではないか。総裁が与党の要請はなかったといわれたのであればそうだと思う。

(2) タイムリミットが厳しいので、大臣は、勧告が出ればという前提の下で、そういうことを言われたのではないか。

(3) 調査に問題があるとのことであるが、８月の勧告で調整するという、留保条件付きで、調査の限界を踏まえた勧告になっており、勧告の信頼度はあるのではないか。

　以上のように、公務員連絡会が指摘した問題点について村木局長が明確な見解を示さなかったことから、最後に吉澤事務局長が「時間がないというが、今回の勧告は過去に例のない重大な問題があり、大臣との間で議論をさせていただきたい」と強く要求し、交渉を締めくくった。

＜別紙＞

２００９年５月１日

総務大臣

　 鳩　山　邦　夫　殿

公務員労働組合連絡会

議 長　 福 田 精 一

夏季一時金の暫定勧告に関わる要求書

　常日頃、公務員労働者の処遇改善にご努力頂いていることに敬意を表します。

　人事院は、本日、本年夏の一時金のうち0.2月分の支給を凍結する勧告を行いました。この勧告は、われわれの反対を無視して、拙速な調査を強行し、わずか340社程度の夏季一時金の対前年比増減を調査するという信頼性に欠ける調査結果に基づいて凍結勧告を行ったもので、これまでの勧告のルールを一方的に見直すことによって人事院勧告制度に対する信頼を根本から損ねることになります。

　さらに、この勧告は、まだ決着していない中小・地場企業の一時金交渉に悪影響を与え、かつてない不況の中で苦闘している地域経済を一層冷え込ませるものであり、政府が現在進めている景気対策の考え方とも矛盾するものです。

　貴職におかれては、以上の点を十分認識し、下記事項の実現に向けて最大限努力されるよう要請します。

記

以上

一、夏季一時金の暫定勧告の取扱いについては、公務員連絡会と十分交渉・協議を行い、実施しない方向で慎重に検討すること。

以　上

